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企画政策部企画調整課 

 

青森県基本計画未来への挑戦 アウトルックレポート 2012（概要） 
 
県では、「青森県基本計画未来への挑戦」を着実に推進するため、マネジメントシステム

の一環として外部知見を活用しながら自己点検等を行い、その結果をアウトルックレポー

トにまとめました。 
 
 
■レポートの趣旨 

  基本計画に掲げる４つの分野を構成する政策等及び地域別計画の「政策点検」、「注目

指標（１人当たり県民所得、平均寿命）の分析」、県民の現状やニーズを直接とらえた「県

民の生の声把握調査」の結果をもとに、本県の立ち位置を様々な角度から多面的に把握

するとともに、今後、本県が進むべき方向性をまとめたものです。 
 
（マネジメントシステムとアウトルックレポートの関係） 

 
 
  

アウトルックレポート、青森県総合計画審議会からの提言書を踏まえ、知事をトップと

する「作戦会議」において、次年度の政策の基本方針（戦略キーワード）を決定します。 
また、戦略キーワードに基づき、各部局は平成 25 年度の重点事業を企画・立案します。 

 

□ 政策点検
（課題と方向性）

□ 注目指標の分析
（本県の立ち位置）

□ 県民の生の声
把握調査

県 総合計画審議会

□ 総括的提言

□ 分野別提言

重点事業等の構築

作戦会議（知事・副知事）

次年度の政策の基本方針
（戦略キーワード）の決定

庁内への指示

（参考） （尊重）

（情報提供）

（助言）

アウトルックレポート 提 言 書
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■レポート概要（分野ごとの今後の取組の方向性）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
～仕事づくりと所得の向上～ 

 
○新たなものづくり産業の創出や戦略的企業

誘致及び誘致企業の事業拡大促進による雇

用の拡大、国内外への事業拡大促進 
○農林水産物の収益性向上に向けた生産・流通

体制の強化、「食」産業の経営力強化や地域

連携強化、地産地消の推進や食文化の発信 
○スマートグリッド関連プロジェクト誘致に

向けた検討、県内事業者の発電事業やエネル

ギー関連産業への参入促進 
○本県の魅力の積極的なＰＲ、インバウンドや

教育旅行などによる入込客拡大推進、観光コ

ンテンツの充実や通年型・滞在型観光推進、

観光産業のホスピタリティ向上 

 
～低炭素・循環型社会の形成～ 

 
○環境にやさしい農業の促進、「生物多様性地域

戦略」の策定、森林の団地化と搬出間伐の促進、

「環境公共」の情報発信 
○環境配慮行動に係る県民運動の一層の推進、経

済的インセンティブによるごみの排出抑制、事

業者や市町村との連携による 3Ｒ推進に向けた

取組の推進、未利用資源の有効活用 
○中小事業者の省エネ対策に対する支援、インセ

ンティブの付与による省エネ行動や省エネ効

果の「見える化」の促進、再生可能エネルギー

の利用促進 
○子どもを通じた家庭の環境配慮行動促進 
 
 

 
～命と暮らしを守る～ 

 
○がん及び生活習慣病の予防・早期発見に係る

特定健康診査などの受診率向上、自殺予防の

ためのネットワーク構築 
○医師及び看護師などの確保・定着、救急医療

体制及び周産期医療体制の充実・強化 
○不妊治療への経済的支援、的確な子育て支

援、児童虐待未然防止や早期発見・対応強化 
○介護予防を通じた高齢者の健康づくりなど

への支援、障害者支援に係る地域格差解消 
○原子力施設の安全確保対策の推進と環境放

射線モニタリング結果等の効果的な情報発

信 
○「減災」に向けた地域防災計画見直しなど危

機管理体制強化、防災意識の普及啓発 
○防犯対策の推進、消費生活安定向上のための 
相談体制強化に対する支援、青い森鉄道利活 
用推進や持続可能な交通ネットワーク構築 

１ 産業・雇用分野 ３ 環境分野 

２ 安全・安心、健康分野 
 

～生活創造社会の礎～ 
 
○子どもたちの学力向上や進学率向上、個に応

じたきめ細かな学習指導や生活指導、いじめ

問題に関する指導方針の作成、「生きる力」

を育むキャリア教育の推進、学校支援ボラン

ティアを広域的に活用する仕組みづくり 
○チャレンジ精神あふれる人財育成、農山漁村

の「地域経営」の中核となる経営体の育成、

生涯学習機会の促進、ＮＰＯ法人の自立的活

動の支援、多様な働き方・生き方に対する企

業の意識改革や具体的行動につながる取組

の推進 
○縄文遺跡群の世界遺産登録に向けた取組、芸

術分野で子どもたちが挑戦できる環境づく

り、スポーツ活動を行う機会の充実 

４ 教育、人づくり分野 


